
作成日 平成　 年 月 日
更新日 平成　 年 月 日

１　施策の目的と指標
① 対象（誰、何を対象としているのか）＊人や自然資源等 ③ 対象指標（対象の大きさを表す指標）＊数字は記入しない

単位
A
B
C

② 意図（対象がどのような状態になれば良いのか） ④ 成果指標（意図の達成度を表す指標）＊数字は記入しない

単位

成果指標の測定企画（実際にどのように実績値を把握するか）

２　指標等の推移

施策統括部

施策主管課

関係課

政策部
企画課

F

名称

Ａ：成り行き値は、第１期基本計画の１年目の実績が、２４施策中１６施策（６６．７％）、２年目の平成２１年度が、１２
施策（５０．０％）となっていることを踏まえ、初年度である平成２３年度に１４施策（５１．９％）と設定し、以後平成２６
年度まで、２施策ずつ増加するとして、平成２７年度２２施策（８１．５％）に設定した。目標値は、平成２７年度には、
全ての施策目標を達成するよう取り組みを進めるとして、２６施策（１００％）と設定した。
Ｂ：成り行き値については、過去の経緯を踏まえ毎年１％ずつ微増すると推測し、平成２７年度を７１．０％に設定し
た。目標値は、自治基本条例の制定にあわせて市民との参画、協働を進めることで、毎年２％ずつ成果を伸ばす
ことができると考え、平成２７年度目標値を７７．０％に設定した。

①職員の育成と効果的な組織運営。
②計画的な施策・事業の推進。
③スピード感のある行政経営の推進。
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基本計画期間における施策の目標設
定とその根拠

（水準の理由と前提条件）

繰入金 千円

成果指標

F

51.9

２１年度現状値

6
7

部長名 濵田　善也

26
2

人

％

課長名
総務課、財政課、市民課、環境衛生課、まちづくり戦略室、商工振
興課、健康づくり推進課、農政課、建設課、会計課、議会事務局、
監査委員事務局

内田　秀一郎

名称
職員数

施策マネジメントシート１（25年度目標達成度評価）
26
26

実績値

51.9
61.5
68.0
71.0

324

見込み値

50.0

実績値

成り行き値

実績値

市民に信頼される組織になる

4

見込み値

単位

A 人
見込み値

毎年度実施する施策目標達成度評価により把握する。

Ｂ：市役所が信頼できる組織だと思う市民の割合は市民意識調査で把握。
　　【設　 問】　「あなたにとって市役所は信頼できますか？」
　　【選択肢】　①とても信頼できる　②どちらかというと信頼できる　③どちらかというと信頼で
きない　　④全く信頼できない　⑤わからない。

政策No.

施策No.

政策名

数値区分指標名

施策名25

・市役所
・市職員

％

みんなで元気に笑顔あふれるまちづくり

行政改革の推進

総合
計画
体系

基本計画期間における
施策の方針

実績値

目標値

対象指標 B

目標値

国庫支出金

一般財源

C

E

D

C

目標値

実績値

B

A

人件
費

延べ業務時間

千円

千円

千円事
業
費

千円

(A)のうち時間外、特殊勤務手当

千円

財
源
内
訳

トータルコスト(A)＋(B)

人件費計  (B)

千円

千円

千円

都道府県支出金

地方債
その他

事業費計  （A）

時間

事務事業数

成り行き値

(A)のうち指定経費

千円

実績値

千円

％ 目標値

実績値

成り行き値

目標値

成り行き値

成り行き値

成り行き値

目標値

本数

２７年度

％

２６年度

65.0

２４年度

実績値

２５年度２３年度

実績値

－ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｰﾄ1－



３　施策の特性・状況変化・住民意見等
【１】　この施策の役割分担をどう考えるか（協働による住民と行政の役割分担）
ア）住民（事業所、地域、団体）の役割（住民が自助でやるべきこと、地域やコミュニティが共助でやるべきこと、行政と協働でやるべきこと）

イ）行政の役割（市がやるべきこと、県がやるべきこと、国がやるべきこと）

【２】　施策を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）は今後どのように変化するか？（平成27年度を見越して）

【３】　この施策に対して住民（対象者、納税者、関係者）、議会からどんな意見や要望が寄せられているか？

Ａ → ×

Ｂ → △

※○；目標達成　△；目標をほぼ達成（－5％程度）　×；目標を未達成 　
【２】　施策の振り返り（施策の方針、経営方針の達成度等）

施策マネジメントシート２（25年度目標達成度評価）

：実績値は６１．５％で前年度と同率、目標値は１２．６ポイント下回り、
達成度は８３．０％であった。

：実績値は７１．０％で、前年度から１．５ポイント、かつ目標値も２．０ポ
イント下回り、達成度は９７．３％であった。

※左記の背景として考えられること（根拠となる実績値、判断理由など）

【施策目標を達成している施策数の割合 】

行政改革の推進

・住民は、納税の義務を果たし、受益者負担を行なう。
・住民は、行政に対して関心を持ってもらう。
・市民は、自治の主体者であることを自覚し、参画と協働に努め、自らの発言と行動に責任を持つ。

・厳しい財政状況の中、今後もさらに市民の利便性の向上と効率的な組織運営に向けての検討が必要とされる。
・政権交代により、地方分権の推進、地方の役割がさらに高まると予想される。

・市民と協働するために徹底した情報公開を行ない、説明責任を果たす。
・市職員は、まちづくりの課題を解決する能力の向上に積極的に努める。
・市職員は、地域活動に参加し地域の声を聞く。
・職員の人材育成を行ない、サービスの向上に努める。

【平成25年度の施策評価（24年度振り返り）における議会意見】
１．職員の意識改革が必要。様々な事案に対応できるよう、民間のノウハウを導入するなどの研修等が望まれる。
２．権限移譲等により、事務事業増加に伴う職員数の確保及び、女性管理職を増やすことが望まれる。
【平成25年度の施策評価（24年度振り返り）における総合政策審議会意見】
１．職員は地域の声を聞くため地域の行事等に積極的に参加すること。
２．近年、「行政改革」への認識が薄れつつあり、原点に返り真摯な取組みを行なうこと。

（１) 　経営方針である①「行政評価システムを利用した第２期基本計画の進行管理を進める」については、市議会と総合政策審議会による
    施 策の外部評価を実施し、内部評価と併せて、政策推進本部で市としての方針を定め、平成２６年度予算編成に反映させた。
②「行政改革大綱に基づく集中改革プランを推進する」の中で次のような取り組みを行った。
　　・　学校給食のあり方庁内検討会を立ち上げ、今後のあり方（自校方式、センター方式、民間委託）について調査研究を開始し、4回の
　　　 協議を行った。
　　・　ユーパレス弁天の指定管理者の更新にあたり、公募により候補者の選定を行った。
　　・　平成25年4月1日、改正下水道条例の施行により、平成25年5月分の請求から改定後の下水道使用料の徴収を開始した。
　　・　財政計画の見直しを行ない、計画に沿った予算編成を実行し、計画的な財政運営を行った。
③「市民・議会・行政の三者協働による事業仕分けを行う」については、名称を「事務事業検証会」に改め、４日間３２事業の検証作業を行
　った。
④「合志市人材育成基本方針」に基づき、職員の人材育成を進める」については、前年度の人事評価制度の本格導入を受けて、評価者と
　　被評価者に分けて、全職員を対象とした研修を実施した。また、人材育成を目的とした研修として、自治大学に１人、職種別専門研修
　（アカデミー、ノマ）に２７人、職階別研修(町村会主催)８人、その他、提案型研修に２０人を派遣した。
➄「組織・機構の効果的な運営と適正な職員数の検討を進める」については、マイナンバーの導入に伴う、組織機構の　あり方や人員配置
　のあり方に関する庁内の打ち合わせや研修を行った。
（２）事務事業貢献度評価の結果では、平成25年度施策の成果を向上させるために最も貢献した事務事業として、広報紙発行事業、情報公
開制度運営事業があげられた。貢献した事務事業としては、電子自治体共同化事業、国民年金手続事務、例規公開事業があげられた。

４　施策の評価

【市役所が信頼できる組織だと思う市民の割合 】

Ａについては、２６施策中１６施策が達成。
 達成できていない施策は次のとおり。
　　１　危機管理・防災対策の推進
　　７　地球温暖化防止対策の推進
　　８　廃棄物の抑制とリサイクルの推進
　１４　市民参画によるまちづくりの推進
　１６　高齢者の自立と社会参加の促進
　１９　子どもを見守り、育てる地域づくり
　２１　生涯学習の推進
　２５　行政改革の推進
　　（ただし、11.農業の振興、１５　健康づくりの推進
の２施策については、現時点で成果指標数値が未把
握である。）
Ｂについては、「信頼できない」と答えた人も０．４ポイン
ト減少している一方、「わからない」と答えた人が
１９．６％と前年度より１．４ポイント増えていることが今
回の結果に影響を与えていると思われる。

【１】　施策の目標達成度（25年度目標と実績との比較）

－ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｰﾄ2(評価の部) －



②　総合政策審議会での指摘事項(平成26年8月6日、8月12日、27日まとめ）

行政改革の推進施策マネジメントシート２（25年度目標達成度評価）

【３】　施策の課題（基本計画期間を見据えて、どのような課題を解決していかなければならないか）

５　施策の25年度結果に対する審査結果

・市職員の資質が向上できる環境づくりを整備すること。

・市役所に対する市民の評価を上げるための、自治基本条例への取り組み。
・職員の質の向上を図ることによる、市役所の信頼性向上、市民との信頼関係構築。
・適正な職員数の研究分析と、効果的な組織の検討。
・広報紙の充実と効果的な情報発信の検討。
・職員（正規、嘱託、臨時職員）の意識改革と市民サービスの充実。
・民間委託の検討と推進。
・行政評価システムと連携した人事評価制度の構築に向けた取り組み。
・行政評価システムの活用と市民への周知。

①政策推進本部での指摘事項（施策目標達成度評価結果報告を受けて・・・平成26年7月8日）

・更なる市民サービスの向上を目指すことが必要。
・引き続き職員の資質を向上させることが必要。

・職員の資質向上に努め、特に課の連携を密にすること。
・人口増に伴う職員の確保と適正配置。（職員の配分や職員数の強化が必要。）
・職員の意識改革が必要。各種研修会への派遣や市で実施すること。
・市民への啓発として、広報誌、区長会の重要性を再認識すべき。

６　次年度に向けた取り組み方針
●　政策推進本部　平成27年度合志市経営方針(平成26年10月7日）

１．社会保障税番号制度の導入を見据え、市民サービスの更なる向上と簡素で効率的・効果的な行政の実現
　を図るため、業務の改善、窓口の改革の検討を進める。
２．市の総合計画の見直しと併せ、第３期の「合志市行政改革大綱」及び「集中改革プラン」の策定に着手し、
　新たな行政改革の取組みについて検討する。
３．本市が行う行政改革について、市民の理解と協力を得るために、広報等を通じて積極的な情報提供に努め
　る。
４．「合志市職員人材育成基本方針」に基づき、職員の人材育成を進める。

③　議会の行政評価における指摘事項(平成26年9月10日）

－ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｰﾄ2(評価・審査の部)－



(82.2)  90.0(82.2)  88.4

24年度 25年度 26年度 27年度

(82.2)  83.8

83.0

(82.2)  85.3

91.3

(82.2)  86.9

88.0
（成り行き値）目標値

実績値
（成り行き値）目標値

実績値

職階に合った能力を身に
つけた職員の割合

単位

％

数値区分

（成り行き値）目標値

実績値

意図

８　基本事業の25年度の振り返り（目標達成度評価）と27年度に向けての課題

意図

83

８６．９％の成果指標に対し、実績値は８８％となり成果指標の目標値を達成したが、平成２５年度の成果指標の目標値を若干上回っている程度にとど
まっており、併せて、前年度より実績値が３．３％下がった結果を受けて、職階ごとの計画的な職員研修を更に充実する必要がある。

基本事業名 効果的な組織運営

対象 組織

成果指標名

計画を達成するための効果的な組織となっ
ている

総務課基本事業担当課

26年度 27年度

７　基本計画期間における基本事業の目標設定（水準設定の理由と前提条件）

A：平成21年度に策定した人材育成基本方針に基づき、計画的な職員研修を実施することにより、第1期基本計画で掲げた、９０％を再度目標値とし
て目指すこととした。

成果指標名 単位 数値区分

７　基本計画期間における基本事業の目標設定（水準設定の理由と前提条件）

84 企画課

26年度 27年度

(44/67)  50/63 (49/67)  58/63

６２．７％の成果指標に対し、６３．５％となり成果指標の目標値を達成したが、前年度より実績値が３．１％減少しており、依然、３割強の職員が効果的
な組織とは思っていないという実態を踏まえて、今後、マイナンバー制導入に伴う組織のあり方の検討と併せて、議論を進めていく必要がある。

24年度 25年度

A:平成２７年度には、すべての成果指標について、年度目標を達成するよう取り組みを進めることで、１００％と設定した。

８　基本事業の25年度の振り返り（目標達成度評価）と27年度に向けての課題

A：第1期基本計画期間では庁舎の在り方の検討段階であったが、分庁方式と決定したので、分庁方式でのハード、ソフト両面での効果的な運営改革
を進めていくことにより、第1期基本計画の目標値である７０％を再度目標値として目指すこととした。

意図 計画的に実施されている

基本事業担当課

成果指標名 単位 数値区分 23年度

施策マネジメントシート3(25年度目標達成度評価）

基本事業担当課 総務課基本事業名 職員の人材育成

A

全６３の成果指標のうち、４７．６％に当たる３０の成果指標の目標値を達成したが、前年度に比較して達成できた成果指標数は減少、目標値もクリアで
きなかった。（ただし、５つの成果指標については現時点で未把握。）それぞれの施策において成果指標の目標値の設定は異なるので、目標達成に
当たっては長期的に見るべきものもあり、目標年次の平成２７年度を見据えての取り組みが必要である。

基本事業名 計画的な施策・事業の推進

対象

A

C

施策、事務事業

８　基本事業の25年度の振り返り（目標達成度評価）と27年度に向けての課題

７　基本計画期間における基本事業の目標設定（水準設定の理由と前提条件）

B

効果的な組織と思う職員
の割合

対象 職員

82

資質が向上している

23年度

D

C

B

23年度 24年度 25年度

％
（成り行き値）目標値 (51.7)  55.4 (51.7)  59.0 (51.7)  62.7 (51.7)  66.3 (51.7)  70.0

実績値 63.7 66.6 63.5
（成り行き値）目標値

実績値
（成り行き値）目標値

実績値

A
年度目標を達成した施策
の成果指標数

件
（成り行き値）目標値 (34/63)  34/63 (39/67)  42/63 (54/67)  67/63

実績値 38/63 33/63 30/63

B
（成り行き値）目標値

実績値

C
（成り行き値）目標値

実績値

２１年度
現状値

82.2

２１年度
現状値

51.7

２１年度
現状値

37/78

－ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｰﾄ3－



７　基本計画期間における基本事業の目標設定（水準設定の理由と前提条件）

A:市民を「待たせない、立たせない、不安にさせない」を基本に窓口サービス向上運動を展開しており、平成27年度まで0件と設定した。
B:アンケート結果「説明の仕方」を工夫し、改善することで、第1期基本計画の目標値を、平成27年度の目標値を、4.50と設定した。

８　基本事業の25年度の振り返り（目標達成度評価）と27年度に向けての課題

窓口サービスに係る苦情等件数及びアンケートの総合評価は、目標値には達しなかったが、20年度から苦情等件数は同数の2件から３件に推移して
いるが、窓口業務のサービス向上を目指し、職員の服装・身だしなみ、言葉使い等の接遇の改善に取り組んだことが一定の成果につながったものと推
察される。苦情件数を無くすため、今後も満足される質の高いサービスを提供できるよう努めたい。

実績値

(4.25)  4.50

C
（成り行き値）目標値

4.25 4.08

(4.25)  4.41 (4.25)  4.44 (4.25)  4.47
B

窓口アンケートの総合評
価点数

点
（成り行き値）目標値 (4.25)  4.38

実績値 4.31 4.27

(2)  0 (2)  0 (2)  0

実績値 2 2 2 3

25年度 26年度 27年度

A
窓口サービス等の苦情等
件数

件
（成り行き値）目標値 (2)  0 (2)  0

対象 市民 意図 満足度の高いサービスを受ける

成果指標名 単位 数値区分
２１年度
現状値

23年度 24年度

７　基本計画期間における基本事業の目標設定（水準設定の理由と前提条件）

A:平成22年度にシステム改善を行なうことにより情報入手がしやすくなるので、平成27年度の目標値を９５％と設定した。

８　基本事業の25年度の振り返り（目標達成度評価）と27年度に向けての課題

前年度数値を上回り、かつ目標値も達成した。
今後も職員一人ひとりの情報セキュリティに対する意識と知識の向上を図るとともに、安心してインターネット等を活用できる環境整備に努める。

基本事業名 87 市民サービスの向上 基本事業担当課 市民課

実績値
C

（成り行き値）目標値

実績値
B

（成り行き値）目標値

(89.8)  92.9 (89.8)  94.0 (89.8)  95.0

実績値 89.8 88.5 91.6 93.2

25年度 26年度 27年度

A
ＩＴ化によって以前より仕事の
情報が容易に入手できるよう
になったと感じる職員の割合

％

（成り行き値）目標値 (89.8)  90.8 (89.8)  91.9

対象 職員 意図 ＩＴ化により仕事の情報が容易に入手できる

成果指標名 単位 数値区分
２１年度
現状値

23年度 24年度

７　基本計画期間における基本事業の目標設定（水準設定の理由と前提条件）

A：インターネットの普及と市ホームページの充実等で微増すると考えられるが、現状値が既に高い水準にあることから、今後も高い水準を維持する取
り組みを行っていくことで、平成２７年度には目標値を９３.0％と設定した。
Ｂ：自治基本条例の趣旨を理解してもらい、行政へ意見を言う手段を広く周知し、意見を言う機会があることを知らせることで、毎年１％程度増えると考
え、平成27年度を７２％と設定した。

８　基本事業の25年度の振り返り（目標達成度評価）と27年度に向けての課題

Ａについては、前年度を上回わっているが、目標値には達していない。
Ｂについては、前年度を上回り、かつ目標も達成した。
　行政情報の入手方法は広報、人からの伝聞、市ホームページの順となっており、今後も広報紙やホームページにおいて、常にタイムリーな情報の提
供や市民が参加しやすいような紙面づくり、ホームページづくりを心がけていく。行政情報を入手していないという８％の人への対応が課題である。
また、市民が意見を述べる機会については、今ある制度（投書箱、広報、市民アンケート等）を今後も続けていくほか、市長とのふれあいミーティングや
各施策遂行上必要な住民説明会等を開催していくが、普段からの行政側からの積極的な情報提供も必要である。

基本事業名 86 情報化の推進 基本事業担当課 企画課

D

実績値
C

（成り行き値）目標値

(67.0)  69.0 (67.0)  70.0 (67.0)  71.0 (67.0)  72.0

実績値 66.2 78.9 73.3 75.9
B

行政に意見を言う機会が十分
にあると思う市民の割合

％
（成り行き値）目標値 (67.0)  68.0

(92.3)  92.7 (92.3)  92.8 (92.3)  93.0

実績値 92.3 92.3 91.0 92.0

25年度 26年度 27年度

A
行政情報を入手している市民
の割合

％
（成り行き値）目標値 (92.3)  92.5 (92.3)  92.6

対象 市民 意図
・いつでも行政情報を入手できる
・いつでも行政に意見を言える

成果指標名 単位 数値区分
２１年度
現状値

23年度 24年度

施策マネジメントシート3(25年度目標達成度評価）

基本事業名 85 広聴・広報機能の充実 基本事業担当課 企画課

－ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｰﾄ3 (2)－



施策マネジメントシート3(25年度目標達成度評価）

基本事業名 88 会計の適正な処理 基本事業担当課 会計課

対象 職員 意図 適正に会計処理をする

成果指標名 単位 数値区分
２１年度
現状値

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

A
毎月の会計書類の検査（例月
出納検査）の指摘件数

件
（成り行き値）目標値 (0)  0 (0)  0 (0)  0 (0)  0 (0)  0

実績値 0 2 0 0

B
（成り行き値）目標値

実績値

C
（成り行き値）目標値

実績値

D

７　基本計画期間における基本事業の目標設定（水準設定の理由と前提条件）

A：会計処理については、条例、規則を遵守するように教育を徹底し、それぞれに提出された帳票の不備については個々に指導を行い、さらに担当課
内でのチェック機能を強化することで、平成27年度までの目標値を0件と設定した。

８　基本事業の25年度の振り返り（目標達成度評価）と27年度に向けての課題

平成25年度の例月出納検査において特に指摘事項はなかった。
会計処理については、関係法令等を遵守し事務処理を行なうよう、マニュアルを整備し対応している。また、帳票の不備については担当職員個々に
指導を行なっているが、さらに担当課内でのチェック機能を強化し、適正に処理されるよう努めたい。

基本事業名 89 公有財産の管理運営 基本事業担当課 財政課及び施設管理担当課

対象 公有財産 意図 目的に沿って適性に管理されている

成果指標名 単位 数値区分
２１年度
現状値

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

A
公有財産（公共施設）の管理
かしによる事故件数

件
（成り行き値）目標値 (1)  0 (1)  0 (1)  0 (1)  0 (1)  0

実績値 0 9 1 2

B
（成り行き値）目標値

実績値

C
（成り行き値）目標値

実績値

D
（成り行き値）目標値

実績値

７　基本計画期間における基本事業の目標設定（水準設定の理由と前提条件）

A:管理を徹底することにより０件を目指す。

８　基本事業の25年度の振り返り（目標達成度評価）と27年度に向けての課題

公有財産のうち、市が管理している公共施設（庁舎等の建物）に関する、管理上の瑕疵による事故件数は０件であり、施設毎の目的に沿って、担当部
局で適正に施設管理を行ってきた結果であると考える。今後もこの状態を維持する必要がある。
道路側溝での事故、警戒標識による事故が発生しており、施設の不備が原因で起こる事故防止に努める必要がある。

基本事業名 90 評価機能の確保 基本事業担当課 監査委員事務局

対象 職員 意図 適正な行政事務を行なう

成果指標名 単位 数値区分
２１年度
現状値

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

A
監査の指摘件数（定期監
査の文書指摘件数）

件
（成り行き値）目標値 (142)  100 (142)  80 (142)  60 (142)  40 (142)  20

実績値 142 89 51 42

B
（成り行き値）目標値

実績値

C
（成り行き値）目標値

７　基本計画期間における基本事業の目標設定（水準設定の理由と前提条件）

A:現場でのチェック機能の改善、監査の指摘事項に沿った事務処理の改善を徹底して指導することで、平成２７年度では、各課毎に１件以内に抑え
ることを目標として、２０件と設定した。

８　基本事業の25年度の振り返り（目標達成度評価）と27年度に向けての課題

監査の指摘に対して、職員が事務改善を図ったことにより、目標値を達成することができた。25年度の指摘を見ると51件中8件が備品台帳の不備によ
るものであったが、財政課より全庁に対して指示があっているので、改善は図られると思う。指摘をしても現場の改善がなされないもの、人事異動等で
不慣れなため繰り返し指摘事項が発生する恐れがあり、改善を徹底させるため監査の指摘・指導について、より厳正な姿勢が求められる。

実績値

－ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｰﾄ3 (3)－



施策マネジメントシート3(25年度目標達成度評価）

基本事業名 91 開かれた議会の推進 基本事業担当課 議会事務局

対象 市民 意図 議会情報を容易に入手できる

成果指標名 単位 数値区分
２１年度
現状値

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

A
市議会情報を得る機会が十
分にあると思っている市民の
割合

％
（成り行き値）目標値 (41.0)  44.0 (42.0)  46.0 (43.0)  48.0 (44.0)  50.0 (45.0)  52.0

実績値 40.3 42.9 41.2 45.5

B
市議会だよりを読んだり、市議
会を傍聴またはモニター視聴
したことがある市民の割合

％
（成り行き値）目標値 (65.0)  65.0 (65.0)  67.0 (65.0)  69.0 (65.0)  71.0 (65.0)  73.0

実績値 62.7 54.2 51.8 50.6

C 傍聴者数 人
（成り行き値）目標値 (400)  420 (400)  440 (400)  460 (400)  480 (400)  500
実績値 387 373 302 287

７　基本計画期間における基本事業の目標設定（水準設定の理由と前提条件）
A：：平成23年度より議員定数が21人となる。会議録のホームページ掲載の実施や、議会だよりの内容充実を図るなど議会情報の発信に努めることにより議会に対する
関心が高まると推測する。また自治基本条例の制定により、議員活動がこれまで以上に活発化することも予想されるので、平成２３年度以降成り行き値を上回る増加を
見込み、平成２７年度目標値を５２％とした。
Ｂ：自治基本条例の制定にあわせて、議会活動の活発化、会議録のホームページ掲載の実施や議会だよりの内容充実をさらに図るなど、議会情報の発信に努めると
ともに、インターネットによる本会議中継を実施することにより、第１期基本計画で達成できなかった、目標値の７３％を平成２７年度目標値として設定した。
Ｃ：Ａ，Ｂに記載した取り組みを進めることで、平成２２年度以降は２０人ずつ増加し、平成２７年度では５００人になると設定した。

８　基本事業の25年度の振り返り（目標達成度評価）と27年度に向けての課題

平成２３年６月に設置した議会活性化調査研究特別委員会で、議会活性化に向けて検討し、平成２５年度から具体的な方策である議会報告会の開
催、本会議のインターネット中継や会派制の導入など、個々の議員活動も含めてこの具体策を実施してきたが、一朝一夕に結果が上がるものではな
く、目標値には遠く及ばなかった。今後も市民の議会への関心が高まるような広報紙づくり、議会行事の周知方法の検討等のほか、個々、会派等によ
る地道な議員活動が必要であると考えている。

基本事業名 基本事業担当課

対象 意図

成果指標名 単位 数値区分
２１年度
現状値

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

A
（成り行き値）目標値

実績値

B
（成り行き値）目標値

実績値

C
（成り行き値）目標値

実績値

７　基本計画期間における基本事業の目標設定（水準設定の理由と前提条件）

８　基本事業の25年度の振り返り（目標達成度評価）と27年度に向けての課題

基本事業名 基本事業担当課

対象 意図

成果指標名 単位 数値区分
２１年度
現状値

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

A
（成り行き値）目標値

実績値

B
（成り行き値）目標値

実績値

C
（成り行き値）目標値

７　基本計画期間における基本事業の目標設定（水準設定の理由と前提条件）

８　基本事業の25年度の振り返り（目標達成度評価）と27年度に向けての課題

実績値

－ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｰﾄ3 (4)－


